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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
中国の大都市では近年、激烈とでも言うべき都市発展と都市拡大が進んでいるが、従前からの公害
問題は未解決のまま、又森林の減少、河川汚染、砂塵暴などの自然環境問題も深刻である。根本的な
問題の一つは都市の過大化であるが、中国政府は 1992 年「地球サミット」以降、都市の持続可能な
発展に尽力することを宣言して地方政府に環境共生都市の実現を呼び掛け、その一環として北京、上
海、瀋陽などの大都市では近郊緑地を保全する計画が相次ぎ策定された。しかし中国は、1949 年建
国以降計画経済のもとで都市建設を進め、その後市場経済へ転換を図ってきている現在、土地使用権
の市場化に対応する都市近郊の農林地等の緑地保全計画、及びその実現方策の確立が未だ立ち遅れて
いる。 
このような背景のもと、本研究は中国の重要工業都市：瀋陽を事例とし、日本の重要商工都市：大
阪と比較をしながら、これまでの都市計画の中、近郊地域の位置づけや計画変遷を踏まえ、近郊緑地
区域と位置づけられた区域で行われている緑地保全制度及び近郊緑地区域の実際の土地利用変更状
況について研究を展開し、それぞれの近郊緑地保全政策の有効性を検討、中国における都市近郊緑地
保全策の問題点と解決すべき課題、及び今後のあり方について明らかにした。 
論文はまず、都市近郊緑地理念の先駆としての田園都市理念及びグリーンベルト理念を整理した上
で典型的事例：ロンドンのグリーンベルト・東京環状緑地・北京緑化隔離帯各々の計画制定経緯、実
現方策及び実現状況を把握。特に東京環状緑地・北京緑化隔離帯区域内における農地転用実態から近
郊緑地保全の問題として、土地収益上の問題、資金調達上の困難、市街地拡大の圧力、私有権制限に
対する法的根拠欠如、及び区域住民と都市住民収入の格差などと指摘した。 
次に瀋陽市を事例とし、満州時代以降今日に至るまでの都市近郊地域の位置と規模、機能、市街地
との関係等の変遷を明らかにした。結果、1980～90 年代にかけて都市近郊の都市計画区域外におい
てスプロール的市街化が進行し、その後対症療法的に都市計画が「非建設用地」を指定し、瀋陽緑地
計画においては「楔状緑地区域」を設定したが、その実現は都市計画規制制度そのものが未だ計画経
済時代から変化していないことがあり、限界があることを示した。加えて、瀋陽近郊にある北部楔状
緑地区域の土地利用実情を詳細調査、その結果に基づき、都市計画における都市緑地の実効的な定義
が不明確であること、市街化の際の建築的土地利用の制限が不十分であること、都市計画行政は農村
行政領域で対応する村鎮企業の工場建設や農民集体所有地となっている林地の土地利用変更などを
制御することができていないなどの問題を指摘した。 
 続いて日本における都市近郊地域における緑地保全施策の展開過程を分析。併せて大阪府における
その実情を把握したうえで比較考察し、中国では緑地の永続性に対する認識が希薄、都市近郊緑地保
全を都市計画行政だけに任せていること、「施設緑地」以外の緑地の保全は重視されていないことな
どの課題を示した。 
 最後に以上を総括し、具体の「瀋陽市北部楔状緑地計画」実現について、「緑地」の定義の明確化、
及びその方策の多様化など有用な提言を示すとともに、中国都市計画システムにおける都市近郊緑地
保全方策について、都市「非建設用地」に対する土地利用全般、わけても村鎮企業による農林地から
の転用土地利用の制限を強化すること、都市近郊農林地の持続的保持施策の確立と都市計画との連携
強化することなど、解決すべき課題を明示的かつ有意な結論として示し、あるべき方向を提示した。 
以上のように本研究は、今後の中国における都市近郊緑地保全施策確立のために有用、又そこに止
まらず一般の都市計画にとっても有用な知見を提供しており、都市計画分野の発展に寄与するところ
が大きい。よって、本論文著者は、博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認める。 
